
（様式１）

　　　年　　　月　　　日
「神戸市地域活動支援センター（多機能型）事業」応募申請書

神戸市長　宛
神戸市地域活動支援センター（多機能型）事業の運営を行う事業者として応募申請いたします。

	法人所在地
	〒


	法人名
	

	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　

	担当者氏名
	

	電話番号
	（　　　　）　　　　－

	ＦＡＸ番号
	（　　　　）　　　　－


【応募申請を行う設置区】

	設置区
	


（様式２）

　　年　　月　　日

誓　　約　　書

神戸市長　宛

神戸市地域活動支援センター（多機能型）事業の応募を行うにあたり、応募に関して記載した事項は真実に相違ありません。

	法人所在地
	〒



	法人名
	

	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　


記

公募要領「６．応募要件」に関し、「（１）応募資格」に該当する内容を有し、また、応募者の制限に係る項目の該当はありません。
神戸市税に関する誓約書 兼 調査に関する承諾書
神戸市長あて　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
１．申請者は、以下のことを誓約します。
　（１）納期限が到来している神戸市税に滞納がないこと。
　（２）上記（１）が事実と相違する場合、神戸市地域活動支援センター（多機能型）実施事業者公募への応募要件を有すると認められず、もしくは既になされた当該認定を取り消されても異議のないこと。
２．上記１．（１）の確認のため、申請者は以下のことを承諾します。
　　全ての神戸市税（市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税（種別割）、特別土地保有税、事業所税、入湯税、市たばこ税及び延滞金等徴収金を言う。）の納付又は納入状況、課税状況、申告状況及び猶予制度の適用状況を、神戸市が調査し、その調査結果を神戸市地域活動支援センター（多機能型）実施事業者選定の審査及び確認に利用すること。
３．上記１の誓約及び２の承諾の有効期限は令和６年10月31日とします。
申請者【法人】
	（ふりがな）
法人名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	

	（ふりがな）
代表者　職・氏名　
	

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	登記上の本社・本店
所在地
	〒　　　-　　　　　
□上記の本社・本店は神戸市の法人市民税の課税対象ではない。
↑本社・本店が神戸市内に所在する場合で、法人市民税の課税対象とはならない事務所（名目本店）は、必ず、チェックボックスにチェックを入れてください。

	法人市民税の課税対象となる神戸市内の事務所等、寮等を記入ください。
（本社・本店含む）
	

	
	

	
	

	
	

	
	※事務所数が多い場合は空欄又は別紙にご記入ください。

	担当者名
	法人へ市税に関して確認の連絡をすることがあります。
法人の担当者のお名前、連絡先を必ずご記入ください。
氏名：　　　　　　　　　　　　電話番号：


法人の事業実績
１．運営法人について

	法人名
	

	法人所在地
	〒　　　－



	
	設立年月日　　　　　年　　　月　　　日

	法人代表者名
	


２．神戸市地域活動支援センター（多機能型）運営実績

	神戸市地域活動支援センター（多機能型）運営実績の有無
	□　有　（　 　　年　　月　　日事業開始）

	
	□　無


３．法人において既に実施している事業等一覧（２．を除く。）
	
	根拠法令等の名称
	指定(認可)年月日
	事業名
	所在地

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	


※　欄が足りない場合は、適宜増やすこと
※　地域活動支援センター（多機能型）事業を含め、各事業の概要がわかる資料を添付すること
事業計画書
１　運営の趣旨及び方針

	


２　多機能型を選択する具体的な理由

	


３　事業計画の具体的内容

　※　創作的活動や授産活動の内容，社会との交流，自立及び社会参加促進のための事業等を具体的に記入して下さい。

	【利用者に対し創作的活動，生産活動の機会の提供その他地域の実情に応じた支援を行う事業】
【利用者に対し社会との交流の促進を支援する事業】

【利用者が自立した日常生活及び社会生活を営むために必要な支援を行う事業】

【障害者理解のための普及啓発及び地域交流事業】

【障害者福祉推進のための地域の実情に応じた創意工夫に基づく事業】

【新たな利用者を受け入れるための工夫や取り組み】
【その他】 



運営体制
１．開設時間等
	開設日
	

	開設時間
	

	利用定員
	人
	利用料
	円


２．職員配置
	職種
	氏名
	常勤・非常勤
	専任・兼務
	社会福祉経験年数

	施設長
	
	
	
	

	
	【実務経験】※期間・内容を記載のこと

	
	

	
	【保有資格】

	
	

	職種
	氏名
	常勤・非常勤
	専任・兼務
	社会福祉経験年数

	指導員
	
	
	
	

	
	【実務経験】※期間・内容を記載のこと

	
	

	
	【保有資格】

	
	

	職種
	氏名
	常勤・非常勤
	専任・兼務
	社会福祉経験年数

	指導員
	
	
	
	

	
	【実務経験】※期間・内容を記載のこと

	
	

	
	【保有資格】

	
	

	職種
	氏名
	常勤・非常勤
	専任・兼務
	社会福祉経験年数

	指導員
	
	
	
	

	
	【実務経験】※期間・内容を記載のこと

	
	

	
	【保有資格】

	
	


※　欄が足りない場合は、適宜増やすこと

３．職員の資質向上に向けた取り組み

	


※　実績がある場合は、研修報告書等の研修実績がわかるものを添付すること
４．事業に対する関係機関等の状況

①就労推進センター・ハローワーク等就労関係機関との連携

	


②障害福祉サービス事業者、医療機関等との連携

	


③自立支援協議会、地域団体（学校、自治会、ボランティア等）との連携

	


④その他協力団体等との連携
	団体名
	協力の内容

	
	


※　欄が足りない場合は、適宜増やすこと

施設及び設備

１．事業実施予定場所
	設置予定場所
	〒　　　－　　

神戸市　　　区

	同一建物で現在実施している主な事業名　※ない場合は「なし」
	

	設置場所の内容
	区分
	　賃貸　・　自己所有　・　その他（　　　　）

	
	併設施設
	　有（下欄に併設施設種別及び名称）・　無

	
	
	

	
	建物の階
	　　階建ての　　　階（エレベーター　有　・　無　）

	
	面積
	　　㎡（作業室等：　　　㎡　その他面積　　　㎡）


２．アクセス
	最寄駅・バス停(　　　　　　　　　　　)まで徒歩(　　　)分

	位置図　※1/10,000程度の位置図とすること

	


３．平面図
	※専用部分と兼用部分がわかるように記入すること　※非常口を記入すること

	


４．施設・設備面での工夫点

	


５．現況写真　※建物の外観（玄関、出入口部を含む。）、通路、トイレ、作業室、執務室及びその他の写真を添付のこと
	（建物の外観）

	

	（通路）

	


	（トイレ）

	

	（作業室）

	


	（執務室）

	

	（その他）

	


※その他欄が足りない場合は、適宜増やすこと
（別紙）





法人





（様式３）





（様式４）





（様式５）





（様式６）








